
 

『所得額・申告税額共大きく減少 法人税等申告事績―国税庁』 
 

 国税庁は今般、令和元事務年度の法人税等の申告事績を公表した。申告件数は２９４万９千件（前年

度比０．７％増）だったものの、申告所得金額の総額は８兆円減の６５兆５２億円（同１１．４％減）、申告税

額の総額は１１兆５，５４６億円（同９．７％減）と、いずれも大きく減少した。 

 黒字申告件数は１０４万件（同２．５％増）、黒字申告割合は３５．３％（同０．６ポイント増）となったが、黒

字申告１件当たり所得金額は６，２３９万円（同１３．５％減）であった。申告欠損金額は１４兆８，１４９億円

（同１３．５％増）、赤字申告１件当たり欠損金額は７７７万円（同１３．８％増）。地方法人税の申告税額は

６，０７７億円（同１０．５％減）であった。 

 源泉所得税等の税額は１９兆２，９３３億円（同０．８％増）で、３年連続の

増加。給与所得の税額は１，８３５億円（同１．６％）増加し、配当所得の税

額は８０８億円（同１．６％）増加した。一方、利子所得は４２３億円（１２．

３％）減少し、特定口座内保管上場株式等の譲渡所得も７１２億円（同１

９．１％）の減少を見せた。 

 法人税の申告のｅ－Ｔａｘ利用件数は２３６万９千件（同４．４％増）となり、

ｅ－Ｔａｘ利用率は８７．１％（同２．８ポイント増）となった。 
                   

 

 『大学生の就職内定率６９．８％ コロナウィルス感染症の影響大』 

 
 平成３０年３月大学等卒業予定者の就職状況は、厚生労働省が調査を開始した平成９年以降最高で

ある９８．０％を記録した。景気回復効果やそれに伴う企業の採用意欲の向上が寄与した結果だったが、

それからわずか２年半、今年１０月１日現在における大学生の就職内定率は６９．８％（前年同期比７％

減）となったことが明らかとなった。コロナウィルス感染症拡大に伴う企業業績の悪化や業績見通しの

不透明さからくる採用抑制が大きく影響したようだ。特に短期大学の学生については影響が大きく、内

定率は２７．１％（前年同期比１３．５％減）となり、４人に１人程度しか内定を得ていないことがわかった。

専修学校についても４５．５％（同１４．９％減）となる一方で、高等専門学校の内定率は９３．８％（同２．４％

減）となっており、学生が通っている学校の種類による選別が激しくなっている

ことがわかる。 

 コロナウィルス感染症拡大懸念がさらに広がっており、企業側の採用意欲が

向上することは考えにくい。厚生労働省と文部科学省では新卒応援ハローワー

クの就職支援ナビゲーターと大学等の就職相談員との連携による新卒者等の

就職支援を行っているが、当面、採用率の大幅な改善は見通せない状況だ。 
  
 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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